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自立分散型エネＬＰガスを教室・体育館・避難所・病院へ早期導入を！ 

～自民党ＬＰＧ対策議員連盟総会～ 

 

 自由民主党の「ＬＰＧ対策議員連盟」（野田毅会長）の総会が 11月 15日，同党本部で開

かれ，ＬＰガス業界からは日本ＬＰガス協会の荒木誠也会長，全国ＬＰガス協会の秋元耕

一郎会長が挨拶した。また，ＬＰガス産業に関する説明が経済産業省，内閣官房，文部科

学省より行なわれた。 

 総会の冒頭，野田会長が「近年の災害多発の中でＬＰガスの役割に対する認識が深まり

広がっている。地域の避難所には災害バルクの設置なども進んできている。都市ガス地域

でもＬＰガス仕様のＧＨＰの設置の動きが拡大している。ＬＰガスはかけがえのない分散

型エネルギーとしての役割が期待されている」と挨拶。山崎拓名誉会長も「ＬＰガスの需

要は減少傾向にあるが，災害に強いエネルギーとしての役割はますます高まっている」と

エールを贈った。 

 

秋元全Ｌ協会長と荒木日協会長が挨拶 

 

 続いて全Ｌ協の秋元会長と日協の荒木会長が業界を代表して挨拶したが，其の概要は次

のとおり。 

 秋元会長「国土強靭化基本計画では『ＬＰガスは災害時には最後の砦だ』と言及された。

全Ｌ協もこの視点から学校等へのＬＰガスＧＨＰの普及促進に取り組み，ＧＨＰ出荷台数

は伸長してきている。ＧＨＰ設置の避難所に避難した人から感謝の声をいただいている。

しかし，災害を経験した自治体と経験していない自治体ではＬＰガスに対する認識に温度

差がある。災害時にＬＰガスは必要なエネルギーだということを各自治体の首長を始め関

係各位にぜひともお知らせいただきたい」 

 荒木会長「ＬＰガスの輸入では調達先の多様化が進んでいる。かつては 8 割以上になっ

ていた中東依存度が 2018年度には 24％まで低下し，今や米国からの輸入が７割以上を占め

るようになった。ＬＰガス輸入の分散化・多様化を進め，日本のエネルギーセキュリティ

に今後も貢献していきたい。学校では教室の空調化が進展しており，これにはＬＰガスと

その設備も大いに貢献している。今後も体育館等避難所になるところにおいてもＬＰガス

が活躍できる。引き続きご支援をお願いしたい」 

 

経産省・内閣官房・文科省がＬＰガス産業を説明 

 

 このあと経産省の南資源・燃料部長が「液化石油ガス産業の現状」について，内閣官房

の山本国土強靭化推進室参事官が「ＬＰＧに関する国土強靭化の取組み」，文科省の森大臣

官房文教施設企画・防災参事官が「ＬＰＧ活用推進に係る取組み」について説明した。 

南資源・燃料部長は「ＬＰガスは劣化しないことから災害時の非常用備蓄燃料として最

適である」旨を強調，山本参事官は「昨年 12月に見直した『国土強靭化基本計画では，災



ＥＩＮニュース  2019年 11月 22日 

2 

 

害対応の非常用エネルギーとしても輸送用燃料としてもＬＰガスが極めて重要であること

を盛り込んだ』と説明した。また森参事官は「昨年から学校の普通教室の空調化・冷房化

を重点的に進めてきた。一定の成果を上げている。今後は避難所となる体育館の空調化対

策も進めていきたい」と報告するなど，3省庁とも災害時でのＬＰガスの有用性を議連の議

員たちに訴えた。 

 

    質疑応答「ＬＰガスＧＨＰなど学校に早期導入を」議員要望 

 

質疑応答の主な内容は次のとおり。 

原田憲治参院議員（大阪 9区）「私は大阪府箕面市が地元。箕面市では小中学校にＬＰガ

ス仕様のＧＨＰを導入した。全国から見学に訪れている。そこで文科省に質問だが，導入

当時は体育館を避難所として活用するため，総務省の予算で対応したが，現在は文科省の

予算でもＬＰガスＧＨＰは対象となっているのか」 

中村裕之衆院議員（北海道 3区）「私は文科省政務官時代に普通教室の空調設置を担当し

ていた。体育館の空調設置はあまり進んでいない。体育館は断熱性がないため，大容量が

必要だ。設置費用もランニングコストも高いことが問題。しかし，ＬＰガスをエネルギー

源とすると，空調だけでなく発電，煮炊き等複合的に対応できる。体育館に対してもＬＰ

ガス利用を標準化すれば，住民にとってもより良くなるのではないか」 

大隈和英衆院議員（大阪 10 区）「大阪北部地震の経験では，都市ガス供給区域で普段Ｌ

Ｐガスを使っていない病院などが，ＬＰガスが使えるような変換機や接続口が設置され，

随分助かったと聞いている。ＬＰガスの常用使用とは違うだろうが，このような設置も進

めて欲しい」 

 

文科省も「学校への空調設置予算措置」を説明 

 

災害多発・夏場の異常高温などから議員の関心も分散型エネルギーであるＬＰガスでの

災害対策や空調問題に集中した。このため，質問に対する回答も文科省が主として引き受

けることとなった。同省の小谷施設助成課長は，学校における空調設置率や予算措置につ

いて，概ね次のように回答した。 

「普通教室の空調普及率は現在 78％。2020年 3月末には 90％の設置を予定している。特

別教室での普及率はまだ 50数％。文科省では，子供たちの熱中症対策として授業で使用す

る教室への設置を優先している。体育館使用は，7月は水泳授業，8 月は夏休みとなり，授

業での使用は減少する。」 

「防災の観点から体育館の空調が重要ということだが，文科省予算の『学校施設環境改

善交付金』は 2分の 1～3分の 1補助であるのに対して，総務省の『緊急防災減災事業債（緊

防債）』は地方交付税交付金参入率が 70％だ。このため，地方公共団体の負担は 30％で済

むことから，文科省でも緊防債を進めている。体育館でも断熱性に劣る老朽化したものの

空調設置は容易に効果が上がらないという問題はあるが，しっかりと研究・検討していき
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たい。」 

なお，小谷課長は平成 28～令和元年度 3 年間の教室への空調機設置工事約 4,200 事業の

調査結果を紹介。「4,200 事業のうち電気式が 77.6％，ガス式 22.4％。 

ガス式が電気式に比べて単価が割高な傾向にある」としたが，「ガス式は夏場の電気使用

量が少なくなることなどのメリットがあることなども調査結果では報告している」と語っ

た。 

 

「ＬＰガスＧＨＰなど設置で防災強化を」の決議採択 

 

総会は最後に「自由民主党ＬＰＧ対策議員連盟総会決議を採択して終了した。その「国

土強靭化基本計画に関する支援」の決議内容は次のとおり。 

「系統供給型エネルギーである電力や都市ガスは大規模災害時には脆弱性を抱える。公

共施設，避難所となる学校体育館や災害拠点病院等の重要施設には，自立分散型エネルギ

ーであるＬＰガスを平時から利用し，併せてＬＰガスによるＧＨＰ（ガス・ヒートポンプ・

エアコン）や非常用発電機等を導入することにより停電時等の緊急時を含めた防災・減災

機能の強化を支援すること。また，大規模災害時には，ガソリンや軽油の不足が懸念され

るため，業務連絡や物資輸送に用いられる公用車の一定割合にＬＰガス自動車の導入を支

援すること。」 

 

  


